
平成２９年度 
債 権 処 理 計 画 

（目 標） 

三 重 県 

別冊 ２ 



様式（目標２）

平成２９年度　債権処理計画（目標・総括票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

10,306,845 円 回収率 109.1 9,445,566 円

552 件 回収率 117.4 470 件

8,339,958 円 整理率 97.7 8,535,627 円

658 件 整理率 92.0 715 件

4,149,746,588 円 18,646,803 円 処理率 0.4 103.7 17,981,193 円

5,439 件 1,210 件 処理率 22.2 102.1 1,185 件

6,280,250 円 回収率 112.0 5,606,992 円

55 件 回収率 51.4 107 件

2,602,483 円 整理率 29.9 8,702,420 円

22 件 整理率 122.2 18 件

127,636,809 円 8,882,733 円 処理率 7.0 62.1 14,309,412 円

485 件 77 件 処理率 15.9 61.6 125 件

119,021,333 円 回収率 74.4 159,963,325 円

7,843 件 回収率 101.3 7,742 件

20,279,068 円 整理率 391.3 5,182,534 円

189 件 整理率 51.1 370 件

4,119,409,361 円 139,300,401 円 処理率 3.4 84.3 165,145,859 円

56,670 件 8,032 件 処理率 14.2 99.0 8,112 件

135,608,428 円 回収率 77.5 175,015,883 円

8,450 件 回収率 101.6 8,319 件

31,221,509 円 整理率 139.3 22,420,581 円

869 件 整理率 78.8 1,103 件

8,396,792,758 円 166,829,937 円 処理率 2.0 84.5 197,436,464 円

62,594 件 9,319 件 処理率 14.9 98.9 9,422 件

　 ※　前年度に完済した債権は、現年度の債権処理計画（目標）を作成しないことから、Ｃ欄に含まれません。
     完済した債権を含む前年度の債権処理実績は、別冊「債権処理計画（実績）」でまとめています。

　１  部局長等名 全体

　２　取りまとめ担当課名 総務部財政課

　３　平成29年度目標

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

３－１
回収

強制徴収
公債権

主な債権

未済件数

債権の性格 種別

計

処理件数 処理件数

整理

３－２
回収

非強制徴収
公債権

整理

計

３－３
回収

私債権
整理

計

合計

回収

整理

計



平成29年度　債権処理計画［目標］　（個票：頁）

頁
番
号

債権の
性格

債権名 頁
番
号

債権の
性格

債権名 頁
番
号

債権の
性格

債権名 頁
番
号

債権の
性格

債権名

3 30 52 78

4 1 私債権 諸設備維持管理経費 31 1
強制徴収
公債権

産業廃棄物の不適正処理にかかる行政代執行
費用 53 1

強制徴収
公債権

一般国道23号改築工事行政代執行費用 79 1
強制徴収
公債権

放置違反金

5 32 2
非強制徴
収公債権

専修学校又は各種学校入校者補助金返還金 54 2
強制徴収
公債権

道路敷使用料 80 2 私債権 損害賠償金弁償金（交通信号機）

6 1
強制徴収
公債権

生活保護費返還金(強制徴収公債権) 33 3
非強制徴
収公債権

妊産婦出産費補助金返還金 55 3
強制徴収
公債権

道路損傷復旧費用 81 3 私債権 損害賠償金弁償金（鈴鹿署神戸交番）

7 2
強制徴収
公債権

障害児入所施設措置費保護者等負担金 34 4 私債権
民法第７０２条「管理者の費用償還請求権」に
基づく事務管理費用 56 4

強制徴収
公債権

河川使用料 82

8 3
強制徴収
公債権

福祉手当返還金 35 5 私債権
NPO活動基盤強化事業業務委託契約に係る委
託料返還請求債権及び違約金請求債権 57 5

強制徴収
公債権

延滞金（河川使用料） 83 1 私債権 工業用水道料金

9 4
強制徴収
公債権

特別障害者手当返還金 36 58 6
強制徴収
公債権

海岸使用料 84

10 5
強制徴収
公債権

国児学園保護費負担金 37 1
非強制徴
収公債権

旧三重県中央卸売市場施設使用料 59 7
強制徴収
公債権

岸壁荷揚場その他使用料 85 1 私債権 県立病院使用料等

11 6
強制徴収
公債権

児童扶養手当返還金 38 2
非強制徴
収公債権

旧三重県中央卸売市場電気水道料 60 8
非強制徴
収公債権

県営住宅目的外使用料

12 7
強制徴収
公債権

未熟児養育医療自己負担金 39 3
非強制徴
収公債権

鳥獣保護員報酬誤払い 61 9 私債権 違約金及び延納利息等

13 8
強制徴収
公債権

児童措置費負担金 40 4 私債権 農業改良資金貸付金及び違約金 62 10 私債権 債務不履行に基づく損害賠償債権

14 9
強制徴収
公債権

草の実リハビリテーションセンター保護費負担
金 41 5 私債権

新規就農者総合支援事業費補助金返還金及
び延滞金 63 11 私債権 弁償金（砂防工事）

15 10
非強制徴
収公債権

生活保護費返還金(非強制徴収公債権) 42 6 私債権 林業・木材産業改善資金貸付金及び違約金 64 12 私債権 県営住宅使用料

16 11
非強制徴
収公債権

知的障害者施設入所者負担金 43 7 私債権 沿岸漁業改善資金貸付金 65 13 私債権 遅延損害金（県営住宅）

17 12
非強制徴
収公債権

児童入所施設措置費返還金 44 8 私債権 公用車にかかる弁償金 66 14 私債権 損害賠償金（県営住宅）

18 13
非強制徴
収公債権

草の実リハビリテーションセンター使用料 45 67 15 私債権 県営住宅駐車場使用料

19 14
非強制徴
収公債権

あすなろ学園患者使用料及び手数料 46 1
非強制徴
収公債権

サンアリーナ使用料 68

20 15
非強制徴
収公債権

県外児の措置費委託費 47 2 私債権 中小企業従業員住宅家屋貸下料 69 1
非強制徴
収公債権

高等学校授業料未収金

21 16 私債権 介護福祉士等修学資金貸付金 48 3 私債権
三重県ふるさと雇用再生特別基金事業主一時
金返還請求債権 70 2

非強制徴
収公債権

恩給・扶助料過払い戻入未払金

22 17 私債権 高齢者住宅整備資金貸付金 49 4 私債権 中小企業高度化資金貸付金 71 3 私債権 高等学校等修学奨学金返還金

23 18 私債権 障害者住宅整備資金貸付金 50 5 私債権 中小企業設備近代化資金貸付金 72 4 私債権 雑入（遅延損害金等）

24 19 私債権 心身障害者扶養共済事業負担金 51 6 私債権 地域人づくり事業委託返還金 73 5 私債権 違約金（印刷機賃貸借契約）

25 20 私債権 心身障害者扶養共済過払年金返納金 74 6 私債権 自動販売機光熱水費負担金

26 21 私債権 看護師等修学資金貸付金 75 7 私債権
高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨
励金返還金

27 22 私債権 医師修学資金貸付金 76 8 私債権 大学等進学資金貸付金

28 23 私債権 母子父子寡婦福祉資金貸付金 77 9 私債権 高等学校等進学奨励金返還金

29 24 私債権 短期入所、児童発達支援飲食物相当額

教育委員会

総務部 環境生活部 県土整備部 警察本部

雇用経済部

健康福祉部

農林水産部 病院事業庁

企業庁



様式（目標２）

平成２９年度　債権処理計画（目標・総括票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

0 円 回収率 0 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

0 円 0 円 処理率 0 円

0 件 0 件 処理率 0 件

0 円 回収率 0 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

0 円 0 円 処理率 0 円

0 件 0 件 処理率 0 件

34,456 円 回収率 4.1 848,346 円

1 件 回収率 20.0 5 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

34,456 円 34,456 円 処理率 100.0 4.1 848,346 円

1 件 1 件 処理率 100.0 20.0 5 件

34,456 円 回収率 4.1 848,346 円

1 件 回収率 20.0 5 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

34,456 円 34,456 円 処理率 100.0 4.1 848,346 円

1 件 1 件 処理率 100.0 20.0 5 件

　 ※　前年度に完済した債権は、現年度の債権処理計画（目標）を作成しないことから、Ｃ欄に含まれません。
     完済した債権を含む前年度の債権処理実績は、別冊「債権処理計画（実績）」でまとめています。

合計

回収

整理

計

３－３
回収

私債権
整理

諸設備維持管理経費

計

３－２
回収

非強制徴収
公債権

整理

計

処理件数 処理件数

整理

３－１
回収

強制徴収
公債権

主な債権

未済件数

債権の性格 種別

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　１  部局長等名 総務部長

　２　取りまとめ担当課名 総務課

　３　平成29年度目標



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

34,456 円 回収率 4.1 848,346 円

1 件 回収率 20.0 5 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

34,456 円 34,456 円 処理率 100.0 4.1 848,346 円

1 件 1 件 処理率 100.0 20.0 5 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等
4月25日に納入されたものの、県外の金融機関での納
付であったため、公金口座への入金が遅れ、出納閉鎖
期日を越えて収納されたことによる（H29.5.2　収納済）

 ５  部局長等名 総務部長

 ６  所管課等名 管財課

 １  債権名 諸設備維持管理経費 ７
取
組
方
針

収納済みのため、取組方針設定なし
 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要
地域庁舎における行政財産の目的外使用にかかる諸設備
維持管理経費



様式（目標２）

平成２９年度　債権処理計画（目標・総括票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

3,770,666 円 回収率 112.0 3,366,990 円

276 件 回収率 128.4 215 件

7,425,658 円 整理率 103.8 7,152,687 円

596 件 整理率 97.4 612 件

75,657,390 円 11,196,324 円 処理率 14.8 106.4 10,519,677 円

4,667 件 872 件 処理率 18.7 105.4 827 件

5,476,911 円 回収率 109.7 4,992,074 円

41 件 回収率 43.2 95 件

2,427,449 円 整理率 28.0 8,681,835 円

14 件 整理率 107.7 13 件

105,805,347 円 7,904,360 円 処理率 7.5 57.8 13,673,909 円

396 件 55 件 処理率 13.9 50.9 108 件

43,642,797 円 回収率 84.2 51,848,199 円

5,598 件 回収率 102.7 5,452 件

2,569,048 円 整理率 60.4 4,251,537 円

105 件 整理率 29.7 353 件

425,591,273 円 46,211,845 円 処理率 10.9 82.4 56,099,736 円

43,463 件 5,703 件 処理率 13.1 98.2 5,805 件

52,890,374 円 回収率 87.8 60,207,263 円

5,915 件 回収率 102.7 5,762 件

12,422,155 円 整理率 61.8 20,086,059 円

715 件 整理率 73.1 978 件

607,054,010 円 65,312,529 円 処理率 10.8 81.3 80,293,322 円

48,526 件 6,630 件 処理率 13.7 98.4 6,740 件

　 ※　前年度に完済した債権は、現年度の債権処理計画（目標）を作成しないことから、Ｃ欄に含まれません。
     完済した債権を含む前年度の債権処理実績は、別冊「債権処理計画（実績）」でまとめています。

合計

回収

整理

計

３－３
回収

母子父子寡婦福祉資金貸付金

私債権

高齢者住宅整備資金貸付金

整理
医師修学資金貸付金

計

３－２
回収

生活保護費返還金(非強制徴収公債権）

非強制徴収
公債権

あすなろ学園患者使用料及び手数料

整理
知的障害者施設入所者負担金

計

処理件数 処理件数

整理
児童扶養手当返還金

３－１
回収

児童措置費負担金

強制徴収
公債権

障害児入所施設措置費保護者等負担金

主な債権

未済件数

債権の性格 種別

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　１  部局長等名 健康福祉部長

　２　取りまとめ担当課名 健康福祉総務課

　８　平成29年度目標



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

1,434,800 円 回収率 321.6 446,135 円

2 件 回収率 33.3 6 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

13,601,445 円 1,434,800 円 処理率 10.5 321.6 446,135 円

18 件 2 件 処理率 11.1 33.3 6 件

８－１

回収

強制徴収
公債権

整理

備考

未済件数 処理件数

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮等

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 ６  所管課等名 地域福祉課

 １  債権名 生活保護費返還金(強制徴収公債権) ７
取
組
方
針

督促・催告状・電話等による納付の催告、訪宅による生活状況の確認を行い、現状に
あった返還指導を促す。
また、一括納付が困難な債務者については、分納等により計画的な回収を図ってい
く。保護が廃止となった者については、転居等もあることから住所調査を実施し催告を
行う。

 ２  債権の性格 強制徴収公債権

 ３　債権の概要
生活保護法第78条（不実の申請等による保護）に基づく徴収
金で、平成26年7月1日以後の支給分にかかるもの。



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

590,160 円 回収率 133.2 443,195 円

145 件 回収率 308.5 47 件

1,583,000 円 整理率 108.0 1,465,500 円

76 件 整理率 57.6 132 件

11,170,354 円 2,173,160 円 処理率 19.5 113.9 1,908,695 円

1,006 件 221 件 処理率 22.0 123.5 179 件

８－１

回収

強制徴収
公債権

整理

備考

未済件数 処理件数

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮等

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 ６  所管課等名 障がい福祉課

 １  債権名 障害児入所施設措置費保護者等負担金 ７
取
組
方
針

家庭の状況、収入の状況、負債の状況等を家庭訪問などにより調査を行い、滞納者
のうち重点的に取り組む者を選定し、債権回収を図っていく。

 ２  債権の性格 強制徴収公債権

 ３　債権の概要
児童福祉法に規定する措置により、施設入所を行った場合
の本人又は扶養義務者の負担金（児童福祉法第５６条）



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

6,000 円 回収率 100.0 6,000 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

396,360 円 6,000 円 処理率 1.5 100.0 6,000 円

1 件 0 件 処理率 0.0 0 件

８－１

回収

強制徴収
公債権

整理

備考

未済件数 処理件数

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮等

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 ６  所管課等名 障がい福祉課

 １  債権名 福祉手当返還金 ７
取
組
方
針

分割納付が滞ることのないように、債務者に定期的に連絡をとり、分割納付を確実に
行うよう指導する。

 ２  債権の性格 強制徴収公債権

 ３　債権の概要
特別児童扶養手当等の支給に関する法律により支給された
経過的福祉手当の返還金(特別児童扶養手当等の支給に関
する法律第24条第1項）



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

10,000 円 回収率 71.4 14,000 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

258,160 円 10,000 円 処理率 3.9 71.4 14,000 円

1 件 0 件 処理率 0.0 0 件

８－１

回収

強制徴収
公債権

整理

備考

未済件数 処理件数

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮等

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 ６  所管課等名 障がい福祉課

 １  債権名 特別障害者手当返還金
７
取
組
方
針

分割納付が滞ることのないように、債務者に定期的に連絡をとり、分割納付を確実に
行うよう指導する。

 ２  債権の性格 強制徴収公債権

 ３　債権の概要
特別児童扶養手当等の支給に関する法律により支給された
特別障害者（児）手当の返還金(特別児童扶養手当等の支給
に関する法律第24条第1項）



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

155,000 円 回収率 100.2 154,700 円

3 件 回収率 100.0 3 件

0 円 整理率 0.0 251,500 円

0 件 整理率 0.0 16 件

1,986,300 円 155,000 円 処理率 7.8 38.2 406,200 円

137 件 3 件 処理率 2.2 15.8 19 件

８－１

回収

強制徴収
公債権

整理

備考

未済件数 処理件数

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮等

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 ６  所管課等名 子育て支援課

 １  債権名 国児学園保護費負担金
７
取
組
方
針

積極的な文書催告、電話催告、訪問を行う。
一括納付が困難な債務者に対して、返済計画を指導するなど計画的な債権回収を
図っていく。

 ２  債権の性格 強制徴収公債権

 ３　債権の概要
児童相談所が国児学園に措置を行った場合に、児童の扶養
義務者から、その負担能力に応じて徴収する負担金（児童
福祉法第５６条第２項）



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

440,000 円 回収率 42.2 1,041,560 円

3 件 回収率 37.5 8 件

118,960 円 整理率 36.9 322,040 円

1 件 整理率 50.0 2 件

10,001,380 円 558,960 円 処理率 5.6 41.0 1,363,600 円

36 件 4 件 処理率 11.1 40.0 10 件

８－１

回収

強制徴収
公債権

整理

備考

未済件数 処理件数

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮等

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 ６  所管課等名 子育て支援課

 １  債権名 児童扶養手当返還金 ７
取
組
方
針

一括納付が困難な債務者に対して、分割納付を指導するなど計画的な債権回収を
図っていく。分割納付者に対しては、毎月納付指導を行う。

 ２  債権の性格 強制徴収公債権

 ３　債権の概要
児童扶養手当法により支給された児童扶養手当の返還金
(児童扶養手当法第23条第1項）



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

44,456 円 回収率 60.9 73,000 円

3 件 回収率 100.0 3 件

8,937 円 整理率 11.0 81,227 円

1 件 整理率 10.0 10 件

77,760 円 53,393 円 処理率 68.7 34.6 154,227 円

6 件 4 件 処理率 66.7 30.8 13 件

８－１

回収

強制徴収
公債権

整理

備考

未済件数 処理件数

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮等

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 ６  所管課等名 子育て支援課

 １  債権名 未熟児養育医療自己負担金

７
取
組
方
針

文書催告のほか、電話及び訪問を行う。
一括納付の困難な場合は、返済計画書を作成するよう指導する。

 ２  債権の性格 強制徴収公債権

 ３　債権の概要

母子保健法の規定による養育医療の給付を行ったときは、
当該措置を受けた者又はその扶養義務者から、その負担能
力に応じて、当該措置に要する費用又は一部を徴収する。
（旧母子保健法施行細則第2条）



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

1,088,050 円 回収率 91.6 1,188,400 円

119 件 回収率 80.4 148 件

5,714,761 円 整理率 113.6 5,032,420 円

518 件 整理率 114.6 452 件

38,163,431 円 6,802,811 円 処理率 17.8 109.4 6,220,820 円

3,461 件 637 件 処理率 18.4 106.2 600 件

８－１

回収

強制徴収
公債権

整理

備考

未済件数 処理件数

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮等

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 ６  所管課等名 子育て支援課

 １  債権名 児童措置費負担金 ７
取
組
方
針

家庭の状況、収入の状況、負債の状況等を家庭訪問などにより調査を行い、滞納者
のうち重点的に取り組む者を選定し、債権回収を図っていく。

 ２  債権の性格 強制徴収公債権

 ３　債権の概要
児童福祉法に規定する措置により、施設入所を行った場合
の本人又は扶養義務者の負担金（児童福祉法第５６条）



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

2,200 円 回収率 0 円

1 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

2,200 円 2,200 円 処理率 100.0 0 円

1 件 1 件 処理率 100.0 0 件

８－１

回収

強制徴収
公債権

整理

備考

未済件数 処理件数

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮等

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 ６  所管課等名 子育て支援課

 １  債権名 草の実リハビリテーションセンター保護費負担金 ７
取
組
方
針

来所時などに面談等を行うとともに、文書催告も行って債権回収を図っていく。また、
債務者の状況に応じて分納誓約書の徴収を求めるなど、計画的な債権回収に取り組
んでいく。

 ２  債権の性格 強制徴収公債権

 ３　債権の概要
児童相談所において措置決定された児童にかかる保護者負
担金



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

4,415,595 円 回収率 103.3 4,273,337 円

9 件 回収率 50.0 18 件

2,325,380 円 整理率 26.9 8,657,207 円

2 件 整理率 18.2 11 件

99,838,497 円 6,740,975 円 処理率 6.8 52.1 12,930,544 円

187 件 11 件 処理率 5.9 37.9 29 件

８－２

回収

非強制徴収
公債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮等

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 ６  所管課等名 地域福祉課

 １  債権名 生活保護費返還金(非強制徴収公債権)
７
取
組
方
針

督促・催告状・電話等による納付の催告、訪宅による生活状況の確認を行い、現状に
あった返還指導を促す。
また、一括納付が困難な債務者については、分納等により計画的な回収を図ってい
く。保護が廃止となった者については、転居等もあることから住所調査を実施し催告を
行う。

 ２  債権の性格 非強制徴収公債権

 ３　債権の概要
生活保護法第63条（費用返還義務）に基づく返還金。
生活保護法第78条（不実の申請等による保護）に基づく徴収
金で、平成26年6月30日までの支給分にかかるもの。



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

30,000 円 回収率 100.0 30,000 円

1 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

1,945,100 円 30,000 円 処理率 1.5 100.0 30,000 円

58 件 1 件 処理率 1.7 0 件

８－２

回収

非強制徴収
公債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮等

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 ６  所管課等名 障がい福祉課

 １  債権名 知的障害者施設入所者負担金
７
取
組
方
針

分割納付が滞ることのないように、債務者に定期的に連絡をとり、分割納付を確実に
履行するよう指導する。

 ２  債権の性格 非強制徴収公債権

 ３　債権の概要
障害者支援施設等に措置を行った場合の、当該知的障害者
又はその扶養義務者の負担能力に応じて徴収する費用
（知的障害者福祉法第27条）



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

0 円 回収率 0 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

294,000 円 0 円 処理率 0.0 0 円

5 件 0 件 処理率 0.0 0 件

８－２

回収

非強制徴収
公債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮等

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 ６  所管課等名 子育て支援課

 １  債権名 児童入所施設措置費返還金 ７
取
組
方
針

債務者は日本での生活が困窮し、母国に帰国しているため、入国の調査を定期的に
行うなど動向の把握に努める。

 ２  債権の性格 非強制徴収公債権

 ３　債権の概要
児童福祉法に基づき里親に支弁した措置費（里親手当）に
かかる、過払い分の返還金(児童福祉法第50条）



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

87,430 円 回収率 82.3 106,240 円

9 件 回収率 45.0 20 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

95,004 円 87,430 円 処理率 92.0 82.3 106,240 円

10 件 9 件 処理率 90.0 45.0 20 件

８－２

回収

非強制徴収
公債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮等

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 ６  所管課等名 子育て支援課

 １  債権名 草の実リハビリテーションセンター使用料 ７
取
組
方
針

来所時などに面談等を行うとともに、文書催告も行って債権回収を図っていく。また、
債務者の状況に応じて分納誓約書の徴取を求めるなど、計画的な債権回収に取り組
んでいく。

 ２  債権の性格 非強制徴収公債権

 ３　債権の概要
センターで診療、処置、入所支援を受けた際の使用料
（三重県立草の実リハビリテーションセンター条例）



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

248,859 円 回収率 42.7 582,497 円

21 件 回収率 36.8 57 件

102,069 円 整理率 414.4 24,628 円

12 件 整理率 600.0 2 件

2,937,719 円 350,928 円 処理率 11.9 57.8 607,125 円

135 件 33 件 処理率 24.4 55.9 59 件

８－２

回収

非強制徴収
公債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮等

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 ６  所管課等名 子育て支援課

 １  債権名 あすなろ学園患者使用料及び手数料 ７
取
組
方
針

電話督促を行い、納付可能日を確認し、必要に応じて納付書を再送する。
督促状や催告状の送付を行う。
未納者に対して別件の債権が生じた際、納入通知書を送付するにあたって、未納分
の納付願を同封する。
上記の方法で納入がない場合、臨戸徴収の実施や、債務者の状況に応じた分納誓
約書の提出を求める等の対応を実施する。

 ２  債権の性格 非強制徴収公債権

 ３　債権の概要
外来・入院患者の診察・入院料等の使用料及び文書等の手
数料（小児心療センターあすなろ学園条例）



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

695,027 円 回収率 0 円

1 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

695,027 円 695,027 円 処理率 100.0 0 円

1 件 1 件 処理率 100.0 0 件

８－２

回収

非強制徴収
公債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等

年度内に金融機関に振り込まれたものの、県外の金融
機関であったため、三重県の公金口座への入金に日数
を要し、出納閉鎖日を越えて収納されたことによる。（県
外金融機関４月２６日領収、５月８日収納）

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 ６  所管課等名 子育て支援課

 １  債権名 県外児の措置費委託費 ７
取
組
方
針

（５月８日収納済）
 ２  債権の性格 非強制徴収公債権

 ３　債権の概要 県外児童の国児学園入所にかかる措置費委託費



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

97,200 円 回収率 0 円

9 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

97,200 円 97,200 円 処理率 100.0 0 円

9 件 9 件 処理率 100.0 0 件

 １  債権名 介護福祉士等修学資金貸付金

７
取
組
方
針

債務者から依頼を受けた弁護士より、債務整理開始通知（民事再生申立予定）が送
付され、負債状況を回答している。相手方の弁護士と連絡を密にとり、債権の回収手
続きを進める。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要
介護福祉養成施設等の在学生に対する修学資金の貸付金
（三重県社会福祉士及び介護福祉士修学資金貸与規則）

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮等

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 ６  所管課等名 地域福祉課

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)
備考

未済件数 処理件数

８－３

回収

私債権

整理

計



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

1,191,000 円 回収率 113.5 1,049,000 円

12 件 回収率 92.3 13 件

2,057,288 円 整理率 95.7 2,148,875 円

33 件 整理率 82.5 40 件

15,913,035 円 3,248,288 円 処理率 20.4 101.6 3,197,875 円

213 件 45 件 処理率 21.1 84.9 53 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮等

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 ６  所管課等名 長寿介護課

 １  債権名 高齢者住宅整備資金貸付金

７
取
組
方
針

借受人本人や連帯保証人が死亡している債権については、相続関係を調査し、催告
対象者を特定していく。
一括納付が困難な債務者に対して、返済計画書の作成を指導するなど計画的な債権
回収を図っていく。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要

高齢者が家庭で生活しやすく、また、ホームヘルパー等の保
健福祉サービスを受けやすくするために住宅を改善する工
事資金に対する資金の貸付を実施。最終貸付は平成８年度
で、最終償還は平成１８年度であったが、未だ償還されてい
ない貸付金（三重県高齢者住宅整備資金及び障害者住宅
整備資金貸付条例）。



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

652,284 円 回収率 87.9 742,000 円

10 件 回収率 90.9 11 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

11,683,247 円 652,284 円 処理率 5.6 87.9 742,000 円

141 件 10 件 処理率 7.1 90.9 11 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮等

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 ６  所管課等名 障がい福祉課

 １  債権名 障害者住宅整備資金貸付金

７
取
組
方
針

臨戸訪問を行い、現金徴収に努める。
年金受給者が多いことから、年金支給月の電話催告、訪問催告を積極的に行う。
本人からの納付が見込めないものについては、連帯保証人に納付催告し、債権の回
収及び整理を図る。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要

県に住所を有する障がい者又は障がい者と同居する親族に
対し、障がい者の住居などを増築、改築又は改造する資金
の貸付を実施。最終貸付は平成８年度で最終償還は平成18
年度であったが未だ償還されていない貸付金（三重県高齢
者住宅整備資金及び障害者住宅整備資金貸付条例）



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

487,400 円 回収率 199.0 244,940 円

71 件 回収率 253.6 28 件

511,760 円 整理率 73.5 696,735 円

72 件 整理率 23.2 311 件

6,143,560 円 999,160 円 処理率 16.3 106.1 941,675 円

951 件 143 件 処理率 15.0 42.2 339 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮等

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 ６  所管課等名 障がい福祉課

 １  債権名 心身障害者扶養共済事業負担金 ７
取
組
方
針

債務者の現況を把握し文書催告、電話催促、訪問徴収を行い債権回収を図る。納付
があった者に対し、領収した旨の通知を送付し、債務の減少を認識させることで、継続
した納付を促す。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要
心身障害者扶養共済事業の加入者が県に支払う掛金（三重
県心身障害者扶養共済条例第８条）



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

15,000 円 回収率 0 円

1 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

295,000 円 15,000 円 処理率 5.1 0 円

15 件 1 件 処理率 6.7 0 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮等

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 ６  所管課等名 障がい福祉課

 １  債権名 心身障害者扶養共済過払年金返納金 ７
取
組
方
針

相続人の現況を把握し文書催告、電話催促、訪問徴収を行い、債権回収を図る。
年金受給者及び年金管理者（家族等）に対し、死亡時には早急な届出が必要となる
旨の周知を行い、新たな過払金の発生を未然に防止する。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要 心身障害者扶養共済年金の過払いにかかる返納金



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

500,000 円 回収率 32.6 1,535,000 円

10 件 回収率 30.3 33 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

3,118,000 円 500,000 円 処理率 16.0 32.6 1,535,000 円

84 件 10 件 処理率 11.9 30.3 33 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 病気、家族の介護等による生活困窮等

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 ６  所管課等名 地域医療推進課

 １  債権名 看護師等修学資金貸付金 ７
取
組
方
針

債務者の経済状況に応じた返済計画を立てさせ、分割納付による返済が確実に履行
されるように指導する。昨年度に引き続き、連絡を密にして、計画的な債権回収を目
指す。また、新たな未収金の発生を防ぐため、適切な時期に本人・連帯保証人等に対
する文書による督促・催告や電話による催告を実施していく。
悪質滞納者に対しては、債権の回収等を外部に委託するなど、有効な方法を検討す
ることにより、処理の強化に努める。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要
看護師養成施設等の在学生に対する修学資金の貸付金（三
重県保健師助産師看護師等修学資金貸与規則）



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

3,357,918 円 回収率 31.1 10,792,929 円

3 件 回収率 42.9 7 件

0 円 整理率 0.0 1,405,927 円

0 件 整理率 0.0 2 件

3,357,918 円 3,357,918 円 処理率 100.0 27.5 12,198,856 円

3 件 3 件 処理率 100.0 33.3 9 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等
債権1件の額が100万円以上と大きいため、一括での納
付が難しく、分割返済の承認及び相談が必要であるた
め。

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 ６  所管課等名 地域医療推進課

 １  債権名 医師修学資金貸付金
７
取
組
方
針

返済計画書通りの返済がない債務者に対し、電話やメールなどでこまめに催促する
等、計画的な返済を行うように指導していく。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要
県内の医療機関等における医師の確保及び質の向上に資
するために、国内の医大生に対して貸与する資金（三重県医
師修学資金貸与規則）



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

37,340,915 円 回収率 99.6 37,484,330 円

5,481 件 回収率 102.3 5,360 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

384,979,233 円 37,340,915 円 処理率 9.7 99.6 37,484,330 円

42,045 件 5,481 件 処理率 13.0 102.3 5,360 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

 ６  所管課等名 子育て支援課

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

年３回（７月、１２月、３月）すべての滞納者（借受者、連帯借受者、連帯保証
人）に対し、催告状を送付する。
継続的に電話・文書・訪問による催告を行うとともに、借受人本人による支払
いが困難な場合には連帯保証人や連帯借受人への催告を実施する。また、
必要に応じて所在調査や相続人調査を実施し、催告対象者の状況を把握す
る。
１年以上償還がないなど回収困難となっている未収債権について、連帯保証
人や連帯借受人への催告も含めて民間会社に回収を委託する。

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮等

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 １  債権名 母子父子寡婦福祉資金貸付金

７
取
組
方
針

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要

母子家庭・父子家庭・寡婦家庭等の経済的自立を図るため
の無利子または低利子の貸付金
（母子及び父子並びに寡婦福祉法第13条、第31条の6及び
第32条）



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

1,080 円 回収率 0 円

1 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

4,080 円 1,080 円 処理率 26.5 0 円

2 件 1 件 処理率 50.0 0 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債権者の生活困窮等

 ５  部局長等名 健康福祉部長

 ６  所管課等名 子育て支援課

 １  債権名 短期入所、児童発達支援飲食物相当額 ７
取
組
方
針

来所時などに面談等を行うとともに、文書催告も行って債権回収を図っていく。また、
債務者の状況に応じて分納誓約書の徴取を求めるなど、計画的な債権回収に取り組
んでいく。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要 短期入所・児童発達支援利用時の飲食物相当額



様式（目標２）

平成２９年度　債権処理計画（目標・総括票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

750,000 円 回収率 108.4 692,000 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

4,057,256,787 円 750,000 円 処理率 0.0 108.4 692,000 円

34 件 0 件 処理率 0.0 0 件

59,000 円 回収率 151.3 39,000 円

1 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

65,000 円 59,000 円 処理率 90.8 151.3 39,000 円

2 件 1 件 処理率 50.0 0 件

60,000 円 回収率 150.0 40,000 円

0 件 回収率 0 件

13,170,219 円 整理率 0 円

1 件 整理率 0 件

13,313,096 円 13,230,219 円 処理率 99.4 33,075.5 40,000 円

2 件 1 件 処理率 50.0 0 件

869,000 円 回収率 112.7 771,000 円

1 件 回収率 0 件

13,170,219 円 整理率 0 円

1 件 整理率 0 件

4,070,634,883 円 14,039,219 円 処理率 0.3 1,820.9 771,000 円

38 件 2 件 処理率 5.3 0 件

　 ※　前年度に完済した債権は、現年度の債権処理計画（目標）を作成しないことから、Ｃ欄に含まれません。
     完済した債権を含む前年度の債権処理実績は、別冊「債権処理計画（実績）」でまとめています。

合計

回収

計

整理

３－３
回収

私債権

民法第７０２条「管理者の費用償還請求権」
に基づく事務管理費用

整理
NPO活動基盤強化事業業務委託契約に係
る委託料返還請求債権及び違約金請求債
権計

３－２
回収

非強制徴収
公債権

専修学校又は各種学校入校者補助金返還
金

整理
妊産婦出産費補助金返還金

計

計

処理件数 処理件数

３－１
回収

強制徴収
公債権

産業廃棄物の不適正処理に係る行政代執
行費用

主な債権

未済件数

債権の性格 種別

整理

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　１  部局長等名 環境生活部長

　２　取りまとめ担当課名 環境生活総務課

　３　平成29年度目標



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

750,000 円 回収率 108.4 692,000 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

4,057,256,787 円 750,000 円 処理率 0.0 108.4 692,000 円

34 件 0 件 処理率 0.0 0 件

強制徴収
公債権

整理

計

８－１

回収

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)
備考

未済件数 処理件数 処理件数

債権の性格 種別

 １  債権名
産業廃棄物の不適正処理にかかる行政代執
行費用

７
取
組
方
針

 ５  部局長等名 環境生活部長

 ６  所管課等名 廃棄物適正処理プロジェクトチーム

　８　平成29年度目標

　行政代執行に要した費用は、行政代執行法第6条により、国税滞納処分の例により
徴収することができることから、原因者の財産調査を実施し、可能なものは差し押さえ
等の強制徴収をしていき、分割納付中の滞納者については、納付指導により確実に
納付させ、可能な限りの回収を努めていますが、原因者の資力は低く、未済額が増
加傾向にあります。
　今後も、原因者に対しては、「捨て得は許さない」という、強い姿勢で面談等を実施
し、原因者の経済状況の変化を確実に把握しつつ、粘り強く納付指導を行い、分納額
の増額や、分納とは別に少額でも自主的な納付をさせることによって、少しでも多くの
債権回収に努めていきます。

 ２  債権の性格 強制徴収公債権

 ３　債権の概要
廃棄物の処理及び清掃に関する法律第19条の8の規定によ
り、原因者に代わって実施した、行政代執行に要した費用

 ４　滞納となった要因等
行政代執行に要した費用が巨額であり、原因者の資力
が不足しているため。



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

35,000 円 回収率 94.6 37,000 円

1 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

35,000 円 35,000 円 処理率 100.0 94.6 37,000 円

1 件 1 件 処理率 100.0 0 件

８－２

回収

非強制徴収
公債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮

 ５  部局長等名 環境生活部長

 ６  所管課等名 人権課

 １  債権名 専修学校又は各種学校入校者補助金返還金

７
取
組
方
針

   債務者から示された分割納付計画に基づく分割納付を確実に履行するよう指導
し、納付が滞らないようにする。

 ２  債権の性格 非強制徴収公債権

 ３　債権の概要

三重県補助金等交付規則に基づく同和課関係補助金交付
要綱及び専修学校又は各種学校入校者補助事業実施要領
により、対象者に補助金を交付していたが、対象者は学費未
納により除籍となったため、返還金が生じた。



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

24,000 円 回収率 1,200.0 2,000 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

30,000 円 24,000 円 処理率 80.0 1,200.0 2,000 円

1 件 0 件 処理率 0.0 0 件

８－２

回収

非強制徴収
公債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮

 ５  部局長等名 環境生活部長

 ６  所管課等名 人権課

 １  債権名 妊産婦出産費補助金返還金

７
取
組
方
針

   債務者から提出された分割納付計画書に基づく分割納付を確実に履行するよう指
導し、納付が滞らないようにする。

 ２  債権の性格 非強制徴収公債権

 ３　債権の概要

三重県補助金等交付規則に基づく同和課関係補助金交付
要綱及び妊産婦出産費補助実施要領により、対象者に出産
費用等の補助金を交付していたが、児童福祉法により、助産
施設へ措置をされたため、補助対象除外になることが実績
報告により判明し、返還金が生じた。



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

60,000 円 回収率 150.0 40,000 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

142,877 円 60,000 円 処理率 42.0 150.0 40,000 円

1 件 0 件 処理率 0.0 0 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等
　原因者は、平成27年1月に解散し、将来その事業を再
開する見込みがない状態であり、支払い能力を有して
いないため。

 ５  部局長等名 環境生活部長

 ６  所管課等名 廃棄物・リサイクル課

 １  債権名
民法第７０２条「管理者の費用償還請求権」に
基づく事務管理費用

７
取
組
方
針

　平成２７年５月２７日に原因者である法人から提出された分納誓約書により、毎月１
０，０００円を回収する予定であったが、未納が続いたため、平成２８年１０月２１日に
新たに毎月５，０００円を分納する誓約書を取り付けたところである。
　原因者である法人は平成２７年１月２０日に解散し、将来その事業を再開する見込
みがなく、支払い能力がない状態が継続しているが、今後も、誓約書に基づき納付指
導を行い、確実に納付させることにより回収を行っていくものとする。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要

　ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する
特別措置法第２条第２項に定める事業者である原因者が多
気郡明和町地内に放棄していたポリ塩化ビフェニル廃棄物
等について、三重県が民法第６９７条「管理者の管理義務」
に定める事務管理を行った際に要した費用



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

0 円 回収率 0 円

0 件 回収率 0 件

13,170,219 円 整理率 0 円

1 件 整理率 0 件

13,170,219 円 13,170,219 円 処理率 100.0 0 円

1 件 1 件 処理率 100.0 0 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等
債権の回収に必要な手続ができない状態（債務者の死
亡と相続放棄によって、相続財産管理人を選任する必
要があるが、資産が手続に必要な額を下回っている。）

 ５  部局長等名 環境生活部長

 ６  所管課等名 ダイバーシティ社会推進課

 １  債権名
NPO活動基盤強化事業業務委託契約に係る
委託料返還請求債権及び違約金請求債権

７
取
組
方
針

 平成26年度（平成27年3月20日）に、三重県債権の管理及び私債権の徴収に関する
条例第11条第２号の規定による徴収停止の措置を採ったことから、今年度中に徴収
停止事由に該当しているかどうか再確認した後、債権放棄を行う予定である。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要
ふるさと雇用再生特別基金事業実施要領に基づくＮＰＯ活動
基盤強化事業業務の委託契約（平成２１年度～２３年度）に
かかる委託料返還請求債権及び違約金請求債権



様式（目標２）

平成２９年度　債権処理計画（目標・総括票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

0 円 回収率 0 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

0 円 0 円 処理率 0 円

0 件 0 件 処理率 0 件

156,301 円 回収率 111.0 140,769 円

3 件 回収率 150.0 2 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

5,457,780 円 156,301 円 処理率 2.9 111.0 140,769 円

48 件 3 件 処理率 6.3 150.0 2 件

16,202,584 円 回収率 153.2 10,573,552 円

16 件 回収率 76.2 21 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

80,368,399 円 16,202,584 円 処理率 20.2 153.2 10,573,552 円

46 件 16 件 処理率 34.8 76.2 21 件

16,358,885 円 回収率 152.7 10,714,321 円

19 件 回収率 82.6 23 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

85,826,179 円 16,358,885 円 処理率 19.1 152.7 10,714,321 円

94 件 19 件 処理率 20.2 82.6 23 件

　 ※　前年度に完済した債権は、現年度の債権処理計画（目標）を作成しないことから、Ｃ欄に含まれません。
     完済した債権を含む前年度の債権処理実績は、別冊「債権処理計画（実績）」でまとめています。

合計

回収

整理

計

３－３
回収

私債権

農業改良資金貸付金及び違約金

整理

計

３－２
回収

非強制徴収
公債権

旧三重県中央卸売市場施設使用料

整理

計

処理件数 処理件数

整理

３－１
回収

強制徴収
公債権

主な債権

未済件数

債権の性格 種別

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　１  部局長等名 農林水産部長

　２　取りまとめ担当課名 農林水産財務課

　３　平成29年度目標



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

120,000 円 回収率 108.3 110,769 円

2 件 回収率 100.0 2 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

4,449,166 円 120,000 円 処理率 2.7 108.3 110,769 円

36 件 2 件 処理率 5.6 100.0 2 件

８－２

回収

非強制徴収
公債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の業績不振のため

 ５  部局長等名 農林水産部長

 ６  所管課等名 農産物安全・流通課

 １  債権名 旧三重県中央卸売市場施設使用料
７
取
組
方
針

平成21年4月から利用料金制による指定管理者制度を導入したため、未収金が増
えることはない。債務者はいずれも資力に乏しく、今後まとまった返納は期待でき
ないため、少額返納での回収が促進されるよう引き続き毎月の納付状況を確認
し、電話や自宅訪問での督促により回収に取り組みます。

 ２  債権の性格 非強制徴収公債権

 ３　債権の概要

旧三重県中央卸売市場の市場施設使用のための施設使用
料
※（廃止）三重県中央卸売市場条例第73条第1項
※（廃止）三重県中央卸売市場条例施行規則第86条



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

30,000 円 回収率 100.0 30,000 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

1,002,313 円 30,000 円 処理率 3.0 100.0 30,000 円

11 件 0 件 処理率 0.0 0 件

８－２

回収

非強制徴収
公債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の業績不振のため

 ５  部局長等名 農林水産部長

 ６  所管課等名 農産物安全・流通課

 １  債権名 旧三重県中央卸売市場電気水道料
７
取
組
方
針

平成21年4月から利用料金制による指定管理者制度を導入したため、未収金が増
えることはない。債務者はいずれも資力に乏しく、今後まとまった返納は期待でき
ないため、少額返納での回収が促進されるよう引き続き毎月の納付状況を確認
し、電話や自宅訪問での督促により回収に取り組みます。

 ２  債権の性格 非強制徴収公債権

 ３　債権の概要

旧三重県中央卸売市場の市場施設使用のための電気水道
料
※（廃止）三重県中央卸売市場条例第73条第4項
※（廃止）三重県中央卸売市場条例施行規則第92条



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

6,301 円 回収率 0 円

1 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

6,301 円 6,301 円 処理率 100.0 0 円

1 件 1 件 処理率 100.0 0 件

８－２

回収

非強制徴収
公債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等

鳥獣保護員の活動実績がないのに、誤って報酬を振り
込んでしまった。相手方はすでに死亡しており、親族は
財産放棄をしているため、返納手続きができないままと
なっている。

 ５  部局長等名 農林水産部長

 ６  所管課等名 獣害対策課

 １  債権名 鳥獣保護員報酬誤払い ７
取
組
方
針

相続財産管理人に進捗状況の確認を適時行い、債権の回収に向け取り組みます。
 ２  債権の性格 非強制徴収公債権

 ３　債権の概要 鳥獣保護員報酬誤払い



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

13,310,097 円 回収率 156.6 8,499,500 円

11 件 回収率 64.7 17 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

30,362,137 円 13,310,097 円 処理率 43.8 156.6 8,499,500 円

20 件 11 件 処理率 55.0 64.7 17 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 農業経営の悪化により未収金が発生したため。

 ５  部局長等名 農林水産部長

 ６  所管課等名 担い手支援課

 １  債権名 農業改良資金貸付金及び違約金 ７
取
組
方
針

　長期の延滞先に対しては、債務者の所得の状況と資産の適切な把握に努め、訪問・
電話等による督促を行います。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要
県が直接貸付を行っていた農業者への貸付に関する未収債権
関係法令：農業改良資金助成法、三重県農業改良資金貸付規則、三重県
農業改良資金実施要綱、三重県農業改良資金事務取扱要領



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

1,552,487 円 回収率 0 円

2 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

2,844,987 円 1,552,487 円 処理率 54.6 0 円

2 件 2 件 処理率 100.0 0 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債権に
かかる平成28年度処理額
（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等

・県による督促にもかかわらず、債務者に返還する意志
が乏しく、一向に返還に応じようとしないため。
・多重債務により、裁判所から個人民事再生計画の認定
を受けたため

 ５  部局長等名 農林水産部長

 ６  所管課等名 担い手支援課

 １  債権名 新規就農者総合支援事業費補助金返還金及び延滞金 ７
取
組
方
針

 ・債務者の資力状況の適切な把握に努め、訪問や電話等による督促を行います。
・裁判所の認定を受けた再生計画に基づく弁済が計画どおり実施されることを確認
し、遅延が発生する場合には、電話や書面等による督促を行います。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要
 就農に向けて、県が認める研修機関等において研修を行う者に対して交
付する補助金（青年就農給付金（準備型））
（三重県補助金等交付規則、新規就農者総合支援事業実施要領）



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

120,000 円 回収率 9.5 1,260,000 円

1 件 回収率 33.3 3 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

21,213,607 円 120,000 円 処理率 0.6 9.5 1,260,000 円

9 件 1 件 処理率 11.1 33.3 3 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等
林業・木材産業の不振や材価の低迷による林業経営等
の悪化

 ５  部局長等名 農林水産部長

 ６  所管課等名 森林・林業経営課

 １  債権名 林業・木材産業改善資金貸付金及び違約金 ７
取
組
方
針

長期の延滞先に対しては、債務者の経営状況等の適切な把握に努め、訪問・電話等
による督促を行います。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要
林業・木材産業改善資金助成法に規定する事業計画を認定され
た林業・木材産業業者に対して、県が行う設備導入等の資金の貸
付（三重県林業・木材産業改善資金貸付規則）



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

980,000 円 回収率 120.4 814,052 円

1 件 回収率 100.0 1 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

25,707,668 円 980,000 円 処理率 3.8 120.4 814,052 円

14 件 1 件 処理率 7.1 100.0 1 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等
沿岸漁業改善資金貸付金では、水揚の不振や魚価の
低迷等による漁業経営の悪化から未収金が発生してお
り、その延滞期間は長期化している。

 ５  部局長等名 農林水産部長

 ６  所管課等名 水産資源・経営課

 １  債権名 沿岸漁業改善資金貸付金
７
取
組
方
針

・長期の延滞先に対しては、債務者の経営状況等の適切な把握に努め、訪問・電話
等による督促を行います。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要

県が直接貸付を行っている沿岸漁業者への貸付に関する未
収債務(沿岸漁業改善資金助成法、沿岸漁業改善資金助成
法施行令、三重県沿岸漁業改善資金貸付規則、三重県沿
岸漁業改善資金事務取扱要綱)



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

240,000 円 回収率 0 円

1 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

240,000 円 240,000 円 処理率 100.0 0 円

1 件 1 件 処理率 100.0 0 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等
県による督促にもかかわらず、債務者に返還する意思が乏
しいため。

 ５  部局長等名 農林水産部長

 ６  所管課等名 畜産課

 １  債権名 公用車にかかる弁償金 ７
取
組
方
針

相手方事故車両（県は無過失事故）の保険会社とも連携を密にし、訪問や電話等に
よる督促を行います。
(弁償金は、平成29年5月25日回収済み)

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要 公用車の交通事故にもとづく損害賠償金



様式（目標２）

平成２９年度　債権処理計画（目標・総括票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

0 円 回収率 0 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

0 円 0 円 処理率 0 円

0 件 0 件 処理率 0 件

100,000 円 回収率 0 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

5,396,466 円 100,000 円 処理率 1.9 0 円

1 件 0 件 処理率 0.0 0 件

34,130,700 円 回収率 48.8 69,948,605 円

2 件 回収率 8.7 23 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

3,399,505,337 円 34,130,700 円 処理率 1.0 48.8 69,948,605 円

201 件 2 件 処理率 1.0 8.7 23 件

34,230,700 円 回収率 48.9 69,948,605 円

2 件 回収率 8.7 23 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

3,404,901,803 円 34,230,700 円 処理率 1.0 48.9 69,948,605 円

202 件 2 件 処理率 1.0 8.7 23 件

　 ※　前年度に完済した債権は、現年度の債権処理計画（目標）を作成しないことから、Ｃ欄に含まれません。
     完済した債権を含む前年度の債権処理実績は、別冊「債権処理計画（実績）」でまとめています。

合計

回収

整理

計

３－３
回収

中小企業高度化資金貸付金

私債権

中小企業設備近代化資金貸付金

整理
中小企業従業員住宅家屋貸下料

地域人づくり事業委託返還金

計

３－２
回収

サンアリーナ使用料

非強制徴収
公債権

整理

計

処理件数 処理件数

整理

３－１
回収

強制徴収
公債権

主な債権

未済件数

債権の性格 種別

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　１  部局長等名 雇用経済部

　２　取りまとめ担当課名 雇用経済総務課

　３　平成29年度目標



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

100,000 円 回収率 0 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

5,396,466 円 100,000 円 処理率 1.9 0 円

1 件 0 件 処理率 0.0 0 件

８－２

回収

非強制徴収
公債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等

債務者の業績不振による。
（民事訴訟確定判決に基づき、預貯金の差押えを行
い、債権の一部を収納したが、その後の財産開示では
換価性のある財産が認められない。）

 ５  部局長等名 雇用経済部長

 ６  所管課等名 雇用経済部　観光局　観光政策課

 １  債権名 サンアリーナ使用料
７
取
組
方
針

引き続き、回収可能性や回収コスト等を十分考慮しながら、財産調査等の対応を進め
る。

 ２  債権の性格 非強制徴収公債権

 ３　債権の概要
三重県営サンアリーナ条例に基づく使用料の納付の不履
行。（イベント開催に伴う、本県に対する三重県営サンアリー
ナ使用料の未納。）



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

660,000 円 回収率 464.8 142,000 円

1 件 回収率 100.0 1 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

40,129,292 円 660,000 円 処理率 1.6 464.8 142,000 円

14 件 1 件 処理率 7.1 100.0 1 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等

企業の倒産による２件の未収金があるが、１社につい
ては訴訟を行い和解が成立しており、和解条項に基づ
き納付が完済すれば県は一部請求を放棄することに
なっている。現在は２社とも納付計画を立てた誓約書に
よる分納が続いている。

 ５  部局長等名 雇用経済部長

 ６  所管課等名 雇用対策課

 １  債権名 中小企業従業員住宅家屋貸下料
７
取
組
方
針

昨年度に引き続き、文書・電話督促及び直接現住所に出向いて面談するな
ど、訪問督促を実施していく。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要

県が厚生年金保険積立金還元融資を受けて建設した
中小企業従業員住宅を中小企業主に貸し付け、建設
費が償還された後、企業主に住宅を無償譲渡する制度
で、その賃料収入。



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

0 円 回収率 0 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

300,000 円 0 円 処理率 0.0 0 円

1 件 0 件 処理率 0.0 0 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等
ふるさと雇用再生特別基金事業主一時金補助金返還債
務者の死亡による

 ５  部局長等名 雇用経済部長

 ６  所管課等名 雇用対策課

 １  債権名
三重県ふるさと雇用再生特別基金事業主一時
金返還請求債権 ７

取
組
方
針

　平成27年３月27日に三重県債権の管理及び私債権の徴収に関する条例第11条第２
号の規定による徴収停止の措置を採ったことから、三重県債権管理適正化指針に基
づき、徴収停止事由に該当しているかどうか再確認した後、債権放棄の手続きを進め
る。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要
国の「ふるさと雇用再生特別基金事業に係る一時金支給要
領」に基づき、県が定めた「ふるさと雇用再生特別基金事業
主一時金支給要領」に基づく補助金の返還金



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

31,000,000 円 回収率 46.3 66,883,217 円

1 件 回収率 4.8 21 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

3,298,737,621 円 31,000,000 円 処理率 0.9 46.3 66,883,217 円

157 件 1 件 処理率 0.6 4.8 21 件

８－３

回収

私債権

整理

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)
備考

未済件数 処理件数 処理件数

債権の性格 種別

 １  債権名 中小企業高度化資金貸付金

７
取
組
方
針

 ５  部局長等名 雇用経済部長

 ６  所管課等名 中小企業・サービス産業振興課

　８　平成29年度目標

　当該貸付金に係る延滞債権について、「三重県債権の管理及び私債権の徴収に関
する条例」等に基づき適正に債権管理・回収を実施するとともに、(独)中小企業基盤整
備機構が制定した「都道府県の債権管理に関する対応指針」に基づき下記のとおり債
権分類を行い、債権管理・回収を行っていく。
①　事業再生を支援していく先
      定期的に経営状況の把握を行い、返済状況を見守りながら、継続的な経営
   支援を実施する。
②　回収処理を進めていく先
      競売、任意売却等により担保物件の処分を進めるとともに、必要に応じて弁
   護士等へ回収業務、法的措置等の委託を実施する。また、連帯保証人の資産
   調査等を実施して保証能力を考慮した保証債務の履行を求めていく。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要

中小企業者等で構成される組合または当該組合員が集団化や共
同化等の事業を実施するために必要な資金の一部を貸付。
（三重県中小企業等支援資金貸付規則）
（貸付資金；（独）中小企業基盤整備機構：約２／３、県：約１／３）

 ４　滞納となった要因等
長年にわたる景況低迷の影響により、財政基盤の脆弱な中小企業
等が経営不振に陥り、返済が困難になったことなどによる。



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

769,000 円 回収率 47.6 1,616,288 円

0 件 回収率 0.0 1 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

57,612,824 円 769,000 円 処理率 1.3 47.6 1,616,288 円

28 件 0 件 処理率 0.0 0.0 1 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等
長年にわたる景況低迷の影響により、財政基盤の脆弱
な小規模企業者等が経営不振に陥り、返済が困難に
なったことなどによる。

 ５  部局長等名 雇用経済部長

 ６  所管課等名 中小企業・サービス産業振興課

 １  債権名 中小企業設備近代化資金貸付金
７
取
組
方
針

　当該債権は平成12年度以降新規貸付を行っておらず、残っているのは延滞債権の
みで非常に回収困難なものが多く、回収実績が年々減少している。
　このようなことから、債権管理回収業務をサービサー（債権回収株式会社）に委託し、
債務者別処理方針を策定して債権管理回収業務に取り組んでいく。
　回収困難な債権については、徴収停止の可否を検討し、当該債権の整理を図ってい
く。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要
小規模企業者等が、設備投資を行う際に要する設備資金の
一部を貸付。（三重県中小企業等支援資金貸付規則）
（現在は新規貸付を行っておらず、延滞債権のみ）



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

1,701,700 円 回収率 130.2 1,307,100 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

2,725,600 円 1,701,700 円 処理率 62.4 130.2 1,307,100 円

1 件 0 件 処理率 0.0 0 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等
資金繰りが苦しくなり一括して返還することが困難に
なった。

 ５  部局長等名 雇用経済部長

 ６  所管課等名 雇用対策課

 １  債権名 地域人づくり事業委託返還金 ７
取
組
方
針

債務者の資力を確認しつつ、可能な限り支払計画より早期の返還を求めていく。
 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要 地域人づくり事業の概算払精算に係る委託料返還金



様式（目標２）

平成２９年度　債権処理計画（目標・総括票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

2,386,179 円 回収率 112.1 2,129,208 円

46 件 回収率 139.4 33 件

14,300 円 整理率 8.3 172,940 円

2 件 整理率 10.0 20 件

7,331,084 円 2,400,479 円 処理率 32.7 104.3 2,302,148 円

75 件 48 件 処理率 64.0 90.6 53 件

0 円 回収率 0 円

0 件 回収率 0 件

64,193 円 整理率 311.8 20,585 円

7 件 整理率 140.0 5 件

64,193 円 64,193 円 処理率 100.0 311.8 20,585 円

7 件 7 件 処理率 100.0 140.0 5 件

3,353,164 円 回収率 49.7 6,746,067 円

118 件 回収率 86.1 137 件

1,227,956 円 整理率 633.8 193,757 円

67 件 整理率 515.4 13 件

17,011,824 円 4,581,120 円 処理率 26.9 66.0 6,939,824 円

521 件 185 件 処理率 35.5 123.3 150 件

5,739,343 円 回収率 64.7 8,875,275 円

164 件 回収率 96.5 170 件

1,306,449 円 整理率 337.3 387,282 円

76 件 整理率 200.0 38 件

24,407,101 円 7,045,792 円 処理率 28.9 76.1 9,262,557 円

603 件 240 件 処理率 39.8 115.4 208 件

　 ※　前年度に完済した債権は、現年度の債権処理計画（目標）を作成しないことから、Ｃ欄に含まれません。
     完済した債権を含む前年度の債権処理実績は、別冊「債権処理計画（実績）」でまとめています。

合計

回収

整理

計

３－３
回収

債務不履行に基づく損害賠償債権

私債権
整理

県営住宅使用料

計
損害賠償金（県営住宅）

３－２
回収

非強制徴収
公債権

県営住宅目的外使用料

整理

計

処理件数 処理件数

整理
道路損傷復旧費用

３－１
回収

一般国道23号改築工事行政

強制徴収
公債権

代執行費用

主な債権

未済件数

債権の性格 種別

計
河川使用料

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　１  部局長等名 　県土整備部長

　２　取りまとめ担当課名 　県土整備財務課

　３　平成29年度目標



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

0 円 回収率 0 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

4,527,500 円 0 円 処理率 0.0 0 円

1 件 0 件 処理率 0.0 0 件

８－１

回収

強制徴収
公債権

整理

備考

未済件数 処理件数

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者に確認できる回収可能な財産がないこと。

 ５  部局長等名 県土整備部長

 ６  所管課等名 公共用地課

 １  債権名 一般国道23号改築工事行政代執行費用
７
取
組
方
針

定期的に債務者の財産調査を行い、新たな財産を確認できた場合は滞納処分（差押
え及び公売）の執行停止の取消を行う。

 ２  債権の性格 強制徴収公債権

 ３　債権の概要

国土交通省が実施する一般国道23号（中勢バイパス）工事
において行政代執行を実施し、移転義務者に対して行政代
執行法第５条及び第６条により代執行費用の納付命令を
行ったもの。



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

5,830 円 回収率 15.1 38,687 円

10 件 回収率 500.0 2 件

300 円 整理率 0 円

1 件 整理率 0 件

6,130 円 6,130 円 処理率 100.0 15.8 38,687 円

11 件 11 件 処理率 100.0 550.0 2 件

８－１

回収

強制徴収
公債権

整理

備考

未済件数 処理件数

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮等

 ５  部局長等名 県土整備部長

 ６  所管課等名 道路管理課

 １  債権名 道路敷使用料
７
取
組
方
針

　債務者に対し電話・文書・訪問による催告をねばり強く行い、納付を促していく。
　また、行方不明の債務者については、居所の把握に努め、居所が判明した場合は、
電話・文書・訪問により催告を行う。

 ２  債権の性格 強制徴収公債権

 ３　債権の概要 道路法第32条の許可による県管理道路の占用料



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

1,642,275 円 回収率 539.2 304,567 円

6 件 回収率 300.0 2 件

0 円 整理率 0.0 50,000 円

0 件 整理率 0.0 1 件

1,642,275 円 1,642,275 円 処理率 100.0 463.2 354,567 円

6 件 6 件 処理率 100.0 200.0 3 件

８－１

回収

強制徴収
公債権

整理

備考

未済件数 処理件数

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮等

 ５  部局長等名 県土整備部長

 ６  所管課等名 道路管理課

 １  債権名 道路損傷復旧費用
７
取
組
方
針

　債務者に対し電話・文書・訪問による催告をねばり強く行い、納付を促していく。
 ２  債権の性格 強制徴収公債権

 ３　債権の概要 道路法第58条による損傷した道路施設の修理費用の弁償



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

658,495 円 回収率 81.0 812,720 円

24 件 回収率 96.0 25 件

14,000 円 整理率 11.4 122,940 円

1 件 整理率 5.3 19 件

741,935 円 672,495 円 処理率 90.6 71.9 935,660 円

39 件 25 件 処理率 64.1 56.8 44 件

８－１

回収

強制徴収
公債権

整理

備考

未済件数 処理件数

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮、業績不振、行方不明等

 ５  部局長等名 県土整備部長

 ６  所管課等名 河川課

 １  債権名 河川使用料
７
取
組
方
針

債務者に対し電話、文書、訪問による催告を粘り強く行い、納付を促していく。行方不
明者については居所の把握に努める。

 ２  債権の性格 強制徴収公債権

 ３　債権の概要 河川法第24条の許可による土地占用料



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

6,020 円 回収率 721.8 834 円

2 件 回収率 200.0 1 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

339,685 円 6,020 円 処理率 1.8 721.8 834 円

14 件 2 件 処理率 14.3 200.0 1 件

８－１

回収

強制徴収
公債権

整理

備考

未済件数 処理件数

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮、業績不振、行方不明等

 ５  部局長等名 県土整備部長

 ６  所管課等名 河川課

 １  債権名 延滞金（河川使用料）
７
取
組
方
針

債務者に対し電話、文書、訪問による催告を粘り強く行い、納付を促していく。行方不
明者については居所の把握に努める。

 ２  債権の性格 強制徴収公債権

 ３　債権の概要 河川法第24条の許可による土地占用料の納付遅延による



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

437 円 回収率 0 円

1 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

437 円 437 円 処理率 100.0 0 円

1 件 1 件 処理率 100.0 0 件

８－１

回収

強制徴収
公債権

整理

備考

未済件数 処理件数

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の手続き遅延による。

 ５  部局長等名 県土整備部長

 ６  所管課等名 港湾・海岸課

 １  債権名 海岸使用料
７
取
組
方
針

債務者に対して、電話・訪問等により早期の納付を促していく。
 ２  債権の性格 強制徴収公債権

 ３　債権の概要
海岸法第７条第１項の規定による許可を受けた者に対し、法
第１１条に基づき徴収する使用料



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

73,122 円 回収率 7.5 972,400 円

3 件 回収率 100.0 3 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

73,122 円 73,122 円 処理率 100.0 7.5 972,400 円

3 件 3 件 処理率 100.0 100.0 3 件

８－１

回収

強制徴収
公債権

整理

備考

未済件数 処理件数

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 支払手続きの遅延

 ５  部局長等名 県土整備部長

 ６  所管課等名 港湾・海岸課

 １  債権名 岸壁荷揚場その他使用料
７
取
組
方
針

・債務者に対し電話・文書・訪問による催告を粘り強く行い、納付を促していく。
 ２  債権の性格 強制徴収公債権

 ３　債権の概要
港湾法第37条の許可による港湾区域内の水域又は公共空
地の占用料



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

0 円 回収率 0 円

0 件 回収率 0 件

64,193 円 整理率 311.8 20,585 円

7 件 整理率 140.0 5 件

64,193 円 64,193 円 処理率 100.0 311.8 20,585 円

7 件 7 件 処理率 100.0 140.0 5 件

８－２

回収

非強制徴収
公債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮、行方不明等

 ５  部局長等名 県土整備部長

 ６  所管課等名 住宅政策課

 １  債権名 県営住宅目的外使用料
７
取
組
方
針

不納欠損で処理を行う。
 ２  債権の性格 非強制徴収公債権

 ３　債権の概要
解雇等により住居の退去を余儀なくされた者の三重県営住
宅の目的外使用料（行政財産の目的外使用に係る使用料に
関する条例第１条による）



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

26,100 円 回収率 97.3 26,837 円

1 件 回収率 100.0 1 件

0 円 整理率 0.0 81,957 円

0 件 整理率 0.0 1 件

26,100 円 26,100 円 処理率 100.0 24.0 108,794 円

1 件 1 件 処理率 100.0 50.0 2 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の業績不振

 ５  部局長等名 県土整備部長

 ６  所管課等名 県土整備総務課

 １  債権名 違約金及び延納利息等
７
取
組
方
針

債務者から提出された納付誓約書に基づき、引き続き回収に取り組む。
 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要
契約解除違約金にかかる利息、契約解除前払金返還利息
等



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

0 円 回収率 0 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

1,581,568 円 0 円 処理率 0.0 0 円

1 件 0 件 処理率 0.0 0 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等
債務者は法人であるが、県が訴訟提起し勝訴判決確定
及び債権差押命令を受けて取立てを行うも、既に財産
が無く債権回収に至らなかった。

 ５  部局長等名 県土整備部長

 ６  所管課等名 公共用地課

 １  債権名 債務不履行に基づく損害賠償債権
７
取
組
方
針

債務者である法人の代表者との面談及び債務者の財産調査を実施したが、法人であ
る債務者がその事業を休止し、将来その事業を再開する見込みが全くなく、かつ、差
し押さえることができる財産の価額が強制執行の費用を超えないと認められるため、
三重県債権の管理及び私債権の徴収に関する条例第１１条第１号に基づき、平成２
８年２月２日に債権の徴収停止を行った。引き続き、債務者の代表者との面談や債務
者の財産調査を実施し、徴収停止を継続することについての適否を判断する。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要
公共事業用地の売買契約上の債務不履行による売主に対
する損害賠償債権、遅延損害金債権及び債権差押命令に
係る執行費用



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

357,000 円 回収率 11.4 3,140,850 円

1 件 回収率 100.0 1 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

357,000 円 357,000 円 処理率 100.0 11.4 3,140,850 円

1 件 1 件 処理率 100.0 100.0 1 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等

当初は一括で納付するよう求めたものの、債権者より
分割納付の申し入れがあり、計画的に履行すること、納
付を怠った際の強制執行等の措置に異議のないこと等
を確認したため。

 ５  部局長等名 県土整備部長

 ６  所管課等名 防災砂防課

 １  債権名 弁償金（砂防工事）
７
取
組
方
針

債務者が誓約した納付計画に沿って月々51,000円収納付し、最終納付予定月は平成
29年10月としている。
なお、延納利息は全額を収納した後に債務者へ請求する。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要 債務不履行に伴う弁償金



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

2,189,564 円 回収率 77.4 2,830,310 円

88 件 回収率 78.6 112 件

1,065,150 円 整理率 0 円

66 件 整理率 0 件

7,984,097 円 3,254,714 円 処理率 40.8 115.0 2,830,310 円

382 件 154 件 処理率 40.3 137.5 112 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 生活者の生活困窮、行方不明等

 ５  部局長等名 県土整備部長

 ６  所管課等名 住宅政策課

 １  債権名 県営住宅使用料
７
取
組
方
針

債務者に対して、分納等の指導を行い、確実な履行を求めるとともに、計画的な債権
回収を図っていく。
行方不明の者については、債務者の居所の把握に努め、居所が判明した場合は、電
話・文書・訪問により催告を行う。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要 三重県営住宅条例第9条による入居者家賃



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

16,600 円 回収率 0 円

11 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

16,600 円 16,600 円 処理率 100.0 0 円

11 件 11 件 処理率 100.0 0 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 家賃の未納分から納付しているため

 ５  部局長等名 県土整備部長

 ６  所管課等名 住宅政策課

 １  債権名 遅延損害金（県営住宅）
７
取
組
方
針

債務者に対して、家賃のみでなく遅延損害金についても計画的な債権回収を図って
いく。
退去者については、電話・文書・訪問により催告を行う。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要
家賃の納付遅延に伴う遅延損害金（三重県債権の管理及び
私債権の徴収に関する条例第７条による）



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

737,600 円 回収率 103.2 715,070 円

3 件 回収率 100.0 3 件

162,806 円 整理率 0 円

1 件 整理率 0 件

6,549,739 円 900,406 円 処理率 13.7 125.9 715,070 円

31 件 4 件 処理率 12.9 133.3 3 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮、行方不明等

 ５  部局長等名 県土整備部長

 ６  所管課等名 住宅政策課

 １  債権名 損害賠償金（県営住宅）
７
取
組
方
針

債務者に対して、分納等の指導を行い、確実な履行を求めるとともに、計画的な債権
回収を図っていく。
行方不明の者については、債務者の居所の把握に努め、居所が判明した場合は、電
話・文書・訪問により催告を行う。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要
三重県営住宅条例第39条による住宅の明渡し請求を受けた
者に対する損害賠償金



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

26,300 円 回収率 79.7 33,000 円

14 件 回収率 70.0 20 件

0 円 整理率 0.0 111,800 円

0 件 整理率 0.0 12 件

496,720 円 26,300 円 処理率 5.3 18.2 144,800 円

94 件 14 件 処理率 14.9 43.8 32 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮、行方不明等

 ５  部局長等名 県土整備部長

 ６  所管課等名 住宅政策課

 １  債権名 県営住宅駐車場使用料
７
取
組
方
針

債務者に対して、分納等の指導を行い、確実な履行を求めるとともに、計画的な債権
回収を図っていく。
行方不明の者については、債務者の居所の把握に努め、居所が判明した場合は、電
話・文書・訪問により催告を行う。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要
行政財産の目的外使用に係る使用料に関する条例第１条に
よる県営住宅駐車場使用料



様式（目標２）

平成２９年度　債権処理計画（目標・総括票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

0 円 回収率 0 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

0 円 0 円 処理率 0 円

0 件 0 件 処理率 0 件

488,038 円 回収率 112.2 435,149 円

10 件 回収率 100.0 10 件

110,841 円 整理率 0 円

1 件 整理率 0 件

10,848,023 円 598,879 円 処理率 5.5 137.6 435,149 円

31 件 11 件 処理率 35.5 110.0 10 件

15,169,150 円 回収率 102.5 14,803,562 円

2,070 件 回収率 99.8 2,074 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

91,340,712 円 15,169,150 円 処理率 16.6 102.5 14,803,562 円

11,896 件 2,070 件 処理率 17.4 99.8 2,074 件

15,657,188 円 回収率 102.7 15,238,711 円

2,080 件 回収率 99.8 2,084 件

110,841 円 整理率 0 円

1 件 整理率 0 件

102,188,735 円 15,768,029 円 処理率 15.4 103.5 15,238,711 円

11,927 件 2,081 件 処理率 17.4 99.9 2,084 件

　 ※　前年度に完済した債権は、現年度の債権処理計画（目標）を作成しないことから、Ｃ欄に含まれません。
     完済した債権を含む前年度の債権処理実績は、別冊「債権処理計画（実績）」でまとめています。

計

計

主な債権未済額 処理額 回収率・整理率

整理
高等学校等進学奨励金返還金

計

高等学校授業料未収金

整理

合計

回収

整理

計

３－３
回収

高等学校等修学奨学金返還金

私債権

大学等進学資金貸付金

３－２
回収

恩給・扶助料の過払い戻入未払金

非強制徴収
公債権

３－１
回収

強制徴収
公債権

整理

処理額

未済件数 処理件数 処理件数

教育長

教育財務課

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

Ｃ　平成29年度当初に存在する債権にかかる
平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　１  部局長等名

　２　取りまとめ担当課名

　３　平成29年度目標

債権の性格 種別



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

476,038 円 回収率 112.5 423,149 円

10 件 回収率 100.0 10 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

1,206,112 円 476,038 円 処理率 39.5 112.5 423,149 円

29 件 10 件 処理率 34.5 100.0 10 件

計

８－２

回収

非強制徴収
公債権

整理

７
取
組
方
針

　
在学者にかかる債権については、面談を実施することで、早期の回収に努める。
滞納者に対しては、弁護士への委任、民事訴訟法による支払督促申立て、預貯金の差押え等により、
回収を図る。

Ｃ　平成29年度当初に存在する債権にかかる
平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

備考
未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

未済件数 処理件数 処理件数

 ６  所管課等名 教育財務課

　３　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

 ４　滞納となった要因等 経済的困難等

 ５  部局長等名 教育長

 １  債権名 高等学校授業料未収金

 ２  債権の性格 非強制徴収公債権

 ３　債権の概要
高等学校授業料は、平成26年度から徴収が原則となった。このた
め未収金が発生している。



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

12,000 円 回収率 100.0 12,000 円

0 件 回収率 0 件

110,841 円 整理率 0 円

1 件 整理率 0 件

9,641,911 円 122,841 円 処理率 1.3 1,023.7 12,000 円

2 件 1 件 処理率 50.0 0 件

 １  債権名 恩給・扶助料過払い戻入未払金

７
取
組
方
針

１件については、文書、訪問により債務者へ自主納付の継続及び返納額の増額を求める。ただし、自
主納付がなされない場合は、強制執行手続きを行い、債権の回収に努める。
１件については、消滅時効が完成したため、不納欠損処分を行った。

 ２  債権の性格 非強制徴収公債権

 ３　債権の概要 恩給法の規定により給された恩給・扶助料の過払い戻入未払金

 ４　滞納となった要因等 受給者の死亡連絡が遺族からなされなかったことにより発生

 ５  部局長等名 教育長

 ６  所管課等名 福利・給与課

　３　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

Ｃ　平成29年度当初に存在する債権にかかる
平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

処理件数 処理件数

備考
未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

未済件数

８－２

回収

非強制徴収
公債権

整理

計



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

12,289,000 円 回収率 100.1 12,276,656 円

1,800 件 回収率 100.5 1,791 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

59,162,223 円 12,289,000 円 処理率 20.8 100.1 12,276,656 円

9,005 件 1,800 件 処理率 20.0 100.5 1,791 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考
未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

未済件数

Ｃ　平成29年度当初に存在する債権にかかる
平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

処理件数

　３　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 経済的困難等

 ５  部局長等名 教育長

 ６  所管課等名 教育財務課

 １  債権名 高等学校等修学奨学金返還金

７
取
組
方
針

滞納者に対しては、文書のみならず電話による催告を実施するが、滞納期間が長期化している債権
については、債権管理回収業者への委託、弁護士への委任、民事訴訟法による支払督促申立て、
預貯金の差押え等により、回収を図る。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要
経済的な理由により、高等学校（中等教育学校の後期課程を含
む）、高等専門学校における修学が困難な者に対し、三重県高等
学校等修学奨学金として貸与した奨学金にかかる返還金



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

209,600 円 回収率 100.1 209,354 円

80 件 回収率 108.1 74 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

1,174,624 円 209,600 円 処理率 17.8 100.1 209,354 円

456 件 80 件 処理率 17.5 108.1 74 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考
未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

未済件数

Ｃ　平成29年度当初に存在する債権にかかる
平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

処理件数

　３　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 経済的困難等

 ５  部局長等名 教育長

 ６  所管課等名 教育財務課

 １  債権名 雑入（遅延損害金等）

７
取
組
方
針

　
遅延損害金の滞納がある債務者は、元金に多額の滞納があることから、債務者の滞納状況を考慮
しながら、元金の納付に支障が出ないように回収を進める。
支払督促申立費用等の法定費用が回収できない債務者については、財産調査を進め、差押えによ
る回収を目指す。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要
高等学校等修学奨学金返還金にかかる遅延損害金及び支払督促
申立費用等の法的費用



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

104,139 円 回収率 0 円

1 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

104,139 円 104,139 円 処理率 100.0 0 円

1 件 1 件 処理率 100.0 0 件

 １  債権名 違約金（印刷機賃貸借契約）

７
取
組
方
針

回収対象債権として、代表者所在・法人所在の情報収集、催告の継続を行い、状況が改善されない
場合は、法的措置を検討する。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要 印刷機賃貸借契約業者に対する、契約解除にかかる違約金

 ４　滞納となった要因等
契約先業者倒産のため契約続行不能により契約解除。
契約解除違約金未納のまま所在不明となり滞納。

 ５  部局長等名 教育長

 ６  所管課等名 学校経理・施設課

　３　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

Ｃ　平成29年度当初に存在する債権にかかる
平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

処理件数 処理件数

備考
未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

未済件数

８－３

回収

私債権

整理

計



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

126,411 円 回収率 54.4 232,376 円

1 件 回収率 50.0 2 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

126,411 円 126,411 円 処理率 100.0 54.4 232,376 円

1 件 1 件 処理率 100.0 50.0 2 件

 １  債権名 自動販売機等光熱水費負担金

７
取
組
方
針

平成29年５月２日に収納した。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要
三重県教育財産規則に基づき、自動販売機設置場所の賃貸借契
約を締結した業者に対する使用した光熱水費の負担金

 ４　滞納となった要因等
県外の金融機関での納入であったため、公金口座への入金が遅
れ、出納閉鎖の期日後に収納された。

 ５  部局長等名 教育長

 ６  所管課等名 学校経理・施設課

　３　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

Ｃ　平成29年度当初に存在する債権にかかる
平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

処理件数 処理件数

備考
未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

未済件数

８－３

回収

私債権

整理

計



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

30,000 円 回収率 103.4 29,000 円

0 件 回収率 0.0 2 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

804,000 円 30,000 円 処理率 3.7 103.4 29,000 円

4 件 0 件 処理率 0.0 0.0 2 件

 １  債権名 高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励金返還金

７
取
組
方
針

債務者が生活に困窮している状態の者であるため、粘り強く回収を行う。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要

三重県高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励金の貸与
を受けた者が、高等学校を退学し、三重県高等学校定時制課程及
び通信制課程修学奨励金等返還債務免除条例の適用を受けられ
ず、返還債務が生じた。

 ４　滞納となった要因等 債務者が生活に困窮している状態であるため

 ５  部局長等名 教育長

 ６  所管課等名 高校教育課

　３　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

Ｃ　平成29年度当初に存在する債権にかかる
平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

処理件数 処理件数

備考
未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

未済件数

８－３

回収

私債権

整理

計



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

840,000 円 回収率 136.5 615,480 円

27 件 回収率 142.1 19 件

0 0 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

6,384,050 円 840,000 円 処理率 13.2 136.5 615,480 円

126 件 27 件 処理率 21.4 142.1 19 件

 １  債権名 大学等進学資金貸付金

７
取
組
方
針

県債権条例及び県高等学校等進学奨励金返還金等債権管理事務取扱要綱に基づき、返還に向け
て継続して督促を行う。

未収金対策として、専門の嘱託員を配置（平成22年度から）しており、引き続き文書及び電話による
督促などにより、返還の促進を図る。

長期未納者に対して、警告文書の発送、夜間等の居宅訪問、電話等を実施するなどにより、返還の
促進を図る。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要

平成７年８月制定「三重県大学等進学資金貸付けに関する規則」
に基づき、県単独事業として、地域改善対策特定事業に係る国の
財政上の特別措置に関する法律の対象地域の関係者で、学校教
育法で規定する短期大学及び大学の合格者を対象に、一時金とし
て約５０万円（国公立はこの約半額）を貸し付けた。（貸付年度：平
成７年度～１３年度）

 ４　滞納となった要因等 経済的困難等

 ５  部局長等名

 ６  所管課等名 人権教育課

教育長

　３　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

Ｃ　平成29年度当初に存在する債権にかかる
平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

処理件数 処理件数

備考
未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

未済件数

８－３

回収

私債権

整理

計



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

1,570,000 円 回収率 109.0 1,440,696 円

161 件 回収率 86.6 186 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

23,585,265 円 1,570,000 円 処理率 6.7 109.0 1,440,696 円

2,303 件 161 件 処理率 7.0 86.6 186 件

 １  債権名 高等学校等進学奨励金返還金

７
取
組
方
針

県債権条例及び県高等学校等進学奨励金返還金等債権管理事務取扱要綱に基づき、返還に向けて
継続して督促を行う。

未収金対策として、専門の嘱託員を配置（平成22年度から）しており、引き続き文書及び電話による督
促などにより、返還の促進を図る。

長期未納者に対して、警告文書の発送、夜間等の居宅訪問、電話等を実施するなどにより、返還の促
進を図る。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要

旧地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する
法律第2条第1項に規定する対象地域の同和関係者の子弟で学校
教育法に規定する高等学校、高等専門学校、短期大学及び大学に
在学する者のうち、経済的な理由により修学が困難なものに対し、
県が貸与した進学奨励金事業である。
「地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法
律」の失効（平成14年３月）に伴い、貸付事業は終了している。

 ４　滞納となった要因等 経済的困難等

 ５  部局長等名 教育長

 ６  所管課等名 人権教育課

　３　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

Ｃ　平成29年度当初に存在する債権にかかる
平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

処理件数 処理件数

備考
未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

未済件数

８－３

回収

私債権

整理

計



様式（目標２）

平成２９年度　債権処理計画（目標・総括票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

3,400,000 円 回収率 104.4 3,257,368 円

230 件 回収率 103.6 222 件

900,000 円 整理率 74.4 1,210,000 円

60 件 整理率 72.3 83 件

9,501,327 円 4,300,000 円 処理率 45.3 96.3 4,467,368 円

663 件 290 件 処理率 43.7 95.1 305 件

0 円 回収率 0 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

0 円 0 円 処理率 0 円

0 件 0 件 処理率 0 件

600,000 円 回収率 6,666.7 9,000 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

14,226,719 円 600,000 円 処理率 4.2 6,666.7 9,000 円

4 件 0 件 処理率 0.0 0 件

4,000,000 円 回収率 122.5 3,266,368 円

230 件 回収率 103.6 222 件

900,000 円 整理率 74.4 1,210,000 円

60 件 整理率 72.3 83 件

23,728,046 円 4,900,000 円 処理率 20.7 109.5 4,476,368 円

667 件 290 件 処理率 43.5 95.1 305 件

　 ※　前年度に完済した債権は、現年度の債権処理計画（目標）を作成しないことから、Ｃ欄に含まれません。
     完済した債権を含む前年度の債権処理実績は、別冊「債権処理計画（実績）」でまとめています。

合計

回収

整理

計

３－３
回収

損害賠償弁償金（交通信号機）

私債権

損害賠償弁償金（鈴鹿署神戸交番）

整理

計

３－２
回収

非強制徴収
公債権

整理

計

処理件数 処理件数

整理

３－１
回収

強制徴収
公債権

主な債権

未済件数

債権の性格 種別

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　１  部局長等名 警察本部長

　２　取りまとめ担当課名 警務部会計課

　３　平成29年度目標



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

3,400,000 円 回収率 104.4 3,257,368 円

230 件 回収率 103.6 222 件

900,000 円 整理率 74.4 1,210,000 円

60 件 整理率 72.3 83 件

9,501,327 円 4,300,000 円 処理率 45.3 96.3 4,467,368 円

663 件 290 件 処理率 43.7 95.1 305 件

８－１

回収

強制徴収
公債権

整理

備考

未済件数 処理件数

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の所在不明、生活困窮等

 ５  部局長等名 警察本部長

 ６  所管課等名 交通部交通指導課

 １  債権名 放置違反金 ７
取
組
方
針

○所在不明者の追跡調査、電話や訪問等による催促などにより自主的な納
付率の向上方策を推進するとともに、納付に応じない者に対しては滞納処分
を継続実施していきます。
○多重滞納事案や時効切迫事案を重点に徴収を推進します。

 ２  債権の性格 強制徴収公債権

 ３　債権の概要
根拠法規：道路交通法第５１条の４
放置駐車違反車両の使用者に対する行政制裁金



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

600,000 円 回収率 60,000.0 1,000 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

5,392,600 円 600,000 円 処理率 11.1 60,000.0 1,000 円

3 件 0 件 処理率 0.0 0 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮

 ５  部局長等名 警察本部長

 ６  所管課等名 交通部交通規制課

 １  債権名 損害賠償金弁償金（交通信号機） ７
取
組
方
針

継続的に電話催告、訪問等を行い、現状にあった返還指導を促し、債権回収を図って
いきます。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要 交通事故に伴う交通信号機の破損に係る損害賠償金



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

0 円 回収率 0.0 8,000 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

8,834,119 円 0 円 処理率 0.0 0.0 8,000 円

1 件 0 件 処理率 0.0 0 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 債務者の生活困窮

 ５  部局長等名 警察本部長

 ６  所管課等名 警務部会計課

 １  債権名 損害賠償金弁償金（鈴鹿署神戸交番） ７
取
組
方
針

平成２９年４月、事件で逮捕されたことから、現状での債権回収は不可能と考えられ
ます。今後の捜査の推移を見守ることとします。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要
運転していた自動車により鈴鹿警察署神戸交番に繰り返し
て衝突させ、ドア及び壁面を損傷させた損害賠償金



様式（目標２）

平成２９年度　債権処理計画（目標・総括票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

0 円 回収率 0 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

0 円 0 円 処理率 0 円

0 件 0 件 処理率 0 件

0 円 回収率 0 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

0 円 0 円 処理率 0 円

0 件 0 件 処理率 0 件

551,447 円 回収率 101.1 545,454 円

3 件 回収率 100.0 3 件

636,300 円 整理率 0 円

1 件 整理率 0 件

1,187,747 円 1,187,747 円 処理率 100.0 217.8 545,454 円

4 件 4 件 処理率 100.0 133.3 3 件

551,447 円 回収率 101.1 545,454 円

3 件 回収率 100.0 3 件

636,300 円 整理率 0 円

1 件 整理率 0 件

1,187,747 円 1,187,747 円 処理率 100.0 217.8 545,454 円

4 件 4 件 処理率 100.0 133.3 3 件

　 ※　前年度に完済した債権は、現年度の債権処理計画（目標）を作成しないことから、Ｃ欄に含まれません。
     完済した債権を含む前年度の債権処理実績は、別冊「債権処理計画（実績）」でまとめています。

合計

回収

整理

計

３－３
回収

私債権

工業用水道料金

整理

計

３－２
回収

非強制徴収
公債権

整理

計

処理件数 処理件数

整理

３－１
回収

強制徴収
公債権

主な債権

未済件数

債権の性格 種別

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　１  部局長等名 企業庁長

　２　取りまとめ担当課名 財務管理課

　３　平成29年度目標



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

551,447 円 回収率 101.1 545,454 円

3 件 回収率 100.0 3 件

636,300 円 整理率 0 円

1 件 整理率 0 件

1,187,747 円 1,187,747 円 処理率 100.0 217.8 545,454 円

4 件 4 件 処理率 100.0 133.3 3 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 経営状況悪化による支払遅延

 ５  部局長等名 企業庁長

 ６  所管課等名 工業用水道事業課

 １  債権名 工業用水道料金
７
取
組
方
針

・回収対象債権については、自己破産申立準備中であり、破産管財人の破産手続き
に従い処理をする。
・整理対象債権については、債権放棄の手続きを進める。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要
三重県工業用水道条例及び三重県工業用水道条例施行規
程に基づく使用者（受水企業）への工業用水の給水にかか
る工業用水道料金



様式（目標２）

平成２９年度　債権処理計画（目標・総括票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

0 円 回収率 0 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

0 円 0 円 処理率 0 円

0 件 0 件 処理率 0 件

0 円 回収率 0 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

0 円 0 円 処理率 0 円

0 件 0 件 処理率 0 件

5,277,035 円 回収率 114.7 4,600,540 円

35 件 回収率 129.6 27 件

2,675,545 円 整理率 362.9 737,240 円

15 件 整理率 375.0 4 件

76,829,798 円 7,952,580 円 処理率 10.4 149.0 5,337,780 円

532 件 50 件 処理率 9.4 161.3 31 件

5,277,035 円 回収率 114.7 4,600,540 円

35 件 回収率 129.6 27 件

2,675,545 円 整理率 362.9 737,240 円

15 件 整理率 375.0 4 件

76,829,798 円 7,952,580 円 処理率 10.4 149.0 5,337,780 円

532 件 50 件 処理率 9.4 161.3 31 件

　 ※　前年度に完済した債権は、現年度の債権処理計画（目標）を作成しないことから、Ｃ欄に含まれません。
     完済した債権を含む前年度の債権処理実績は、別冊「債権処理計画（実績）」でまとめています。

合計

回収

整理

計

３－３
回収

県立病院使用料等

私債権
整理

計

３－２
回収

非強制徴収
公債権

整理

計

処理件数 処理件数

整理

３－１
回収

強制徴収
公債権

主な債権

未済件数

債権の性格 種別

計

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　１  部局長等名 病院事業庁長

　２　取りまとめ担当課名 県立病院課

　３　平成29年度目標



様式（目標１）

平成２９年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

5,277,035 円 回収率 114.7 4,600,540 円

35 件 回収率 129.6 27 件

2,675,545 円 整理率 362.9 737,240 円

15 件 整理率 375.0 4 件

76,829,798 円 7,952,580 円 処理率 10.4 149.0 5,337,780 円

532 件 50 件 処理率 9.4 161.3 31 件

８－３

回収

私債権

整理

計

備考

未済件数 処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　平成29年度当初に存在する債
権にかかる平成28年度処理額

（28年度発生分を除く。)

　８　平成29年度目標

債権の性格 種別

Ａ　平成28年度末
 Ｂ　平成29年度　目　　標

（29年度発生分を除く。）

処理件数

 ４　滞納となった要因等 患者の生活困窮

 ５  部局長等名 病院事業庁長

 ６  所管課等名 県立病院課

 １  債権名 県立病院使用料等 ７
取
組
方
針

回収対象債権について、積極的に納付の督促等を実施します。
 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要
県立病院で診療、処置等を受けた者が納付しなければなら
ない使用料等（三重県病院事業条例）


